























































総合支援法の策定作業は概ね月 1 回開催の法制度研究会で 3 クールに分けて実施された。




第二クール（2017 年 5 月─ 2018 年 9 月）では、第一クールでの成果を踏まえて再び最初の総則編か
ら議論を深めるとともに、法制度研究会の全体会と並行して少人数による作業部会を 5 回開いて総合
支援法・要綱案の原案づくりを進めた。









総合支援法は 6 編からなり、「第 1 編　総則編」では被災者支援にとって重要な基本理念や基本方針
などを定めた。「第 2 編　応急救助編」と「第 3 編　生活保障・生活再建編」では、現行の被災者支援































第 2 編 応急救助編 応急救助の内容・基準・実施・準備










第 5 編 権利保障編 オンブズマンと権利保障のための手続不服申立て　受給権の保護



















































築価格を 1700 万円と算出し、自然災害で住宅が全壊および半壊世帯を対象に最大 850 万円（新築価格







































知事会は 2018 年 11 月に「被災者生活再建支援制度の充実と安定を図るための提言」をまとめ、支給
対象を半壊世帯にまで拡大することを求めている。
生活再建支援法の二度目の大きな改正から12年余り。改正時の衆参両院の附帯決議で4年後を目途
に制度の見直しを検討することになっていたが、見直しに向けて活発な議論がなされているとは言い
難い。南海トラフ地震や首都直下地震の発生も現実味を帯びてくる中で、生活再建支援法をはじめと
する災害法制の抜本的な見直しの議論を急ぐ必要がある。総合支援法が被災者主体の災害法制を構築
するための議論の一助になればと考えている。
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図 被災者総合支援法案における既存の法制度の振り分け
